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注 記 表 (連結)

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等）

1. 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数……７社

　主要な連結子会社の名称

　 ……………㈱文運堂、三善製紙㈱

　主要な非連結子会社の名称

　 ……………中越パルプ木材㈱

(連結の範囲から除いた理由)

　非連結子会社４社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響

を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数……６社

　会社等の名称

　 ……………中越パッケージ㈱、中部紙工㈱、王子製袋㈱、上海東王子包装有限公司、

　 王子包装（上海）有限公司、王子製袋（青島）有限公司

　(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

　主要な会社等の名称

　 ……………Japan Paper Technology（Viet Nam）Co.,Ltd.、

　 Japan Paper Technology Dong Nai（VN）Co.,Ltd.

(持分法を適用しない理由）

　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しており

ます。

3. 連結子会社の事業年度に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ①有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法により算定）

・時価のないもの

　主として移動平均法による原価法
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　 ②たな卸資産

　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

　(2) 重要な固定資産の減価償却の方法

　 ①有形固定資産（リース資産を除く）

　減価償却は以下の方法を採用しております。

当社

　本社（二塚製造部除く）………………………定率法を採用しております。

　川内工場・高岡工場・二塚製造部………………定額法を採用しております。

　連結子会社………主として定率法

(但し、当社の本社及び連結子会社は、平成10年４月１日以降に取得した建物 (附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっ

ております。）

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物 ７～50年

　機械装置及び運搬具 ４～17年

　 ②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいてお

ります。

　 ③リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　 ①貸倒引当金

　売掛金・貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

　 ②賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しておりま

す。

　 ③固定資産撤去費用引当金

　今後実施予定の固定資産撤去工事に備えるため、撤去費用見積額を計上しております。

　 ④関係会社事業損失引当金

　関係会社における事業損失等に備えるため、今後の損失負担見込額を計上しております。

　(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　 ①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方
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法については、期間定額基準によっております。

　 ②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分し

た額を発生の連結会計年度から費用処理することとしております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

　 ③小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　(5) ヘッジ会計の方法

　 ①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

　なお、金利スワップ取引について、「金利スワップの特例処理」（金融商品に係る会計基準注解

（注14)）を適用しております。

　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ヘッジ手段………金利スワップ

　 ヘッジ対象………借入金

　 ③ヘッジ方針

　金利スワップは、借入金に係る将来の金利変動リスクをヘッジするために使用しております。

なお、実際の借入元本の範囲内で金利スワップ取引を利用することとしており、投機的な取引は

行わない方針であります。

　 ④ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについて、「金利スワップの特例処理」の適用要件を充足しておりますので、有

効性の判定を省略しております。

　(6) 消費税及び地方消費税の会計処理

　税抜処理を採用しております。
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(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

１．連結の範囲の重要な変更

　当連結会計年度において、当社は王子産業資材マネジメント株式会社（王子ホールディングス株式会

社の100%子会社）と株式移転により共同持株会社のO&Cペーパーバッグホールディングス株式会社を設

立し、当社グループの製袋事業会社６社（中越パッケージ株式会社、中部紙工株式会社、中央紙工株式

会社、東北中部紙工株式会社、Japan Paper Technology (Viet Nam) Co., Ltd. 及び Japan Paper

Technology Dong Nai (VN) Co., Ltd.）並びに王子ホールディングスグループの製袋事業会社６社（王

子製袋株式会社、青森オータイ株式会社、株式会社楠見製袋所、上海東王子包装有限公司、王子包装

（上海）有限公司及び王子製袋（青島）有限公司）を、当該共同持株会社の傘下に入れることといたし

ました。それに伴い、紙加工品製造事業に属する中越パッケージ株式会社が連結子会社から持分法適用

会社に異動となり、また新規に中部紙工株式会社、王子製袋株式会社、上海東王子包装有限公司、王子

包装（上海）有限公司及び王子製袋（青島）有限公司を持分法適用会社としております。

２．持分法適用の範囲の重要な変更

　上記の「１．連結の範囲の重要な変更」に記載のとおり、当連結会計年度より中越パッケージ株式会

社、中部紙工株式会社、王子製袋株式会社、上海東王子包装有限公司、王子包装（上海）有限公司及び

王子製袋（青島）有限公司を持分法の適用の範囲に含めております。

　

　この結果、平成29年３月31日現在では、当社グループは当社、連結子会社７社及び持分法適用会社６

社となりました。

(会計方針の変更)

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得

した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響は軽微です。

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）

を当連結会計年度から適用しております。
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(表示方法の変更)

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において「その他」に含めておりました「関係会社長期貸付金」（前連結会計年度910

百万円）については、重要性が高まったため、当連結会計年度より区分掲記しております。
　

(連結貸借対照表に関する注記)

1. 担保に供している資産

左記に対応する債務

　 建物及び構築物 7,149百万円 　短期借入金 2,600百万円

　 機械装置及び運搬具 3,075 　長期借入金 4,476

土 地 2,095 　支払手形及び買掛金 8

合 計 12,319 　 合 計 7,084

2. 有形固定資産の減価償却累計額 236,832百万円

3. 保証債務

従業員（住宅融資） 32百万円

合 計 32

(連結損益計算書に関する注記)
１. 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失

富山県

高岡市
遊休資産

構築物

(資産除去債務分を含む)
24百万円

土地 212

計 236

　当社グループは、産業廃棄物最終処分場を所有しており、工場で発生する産業廃棄物を処分している

ため、工場で一体として固定資産減損のグルーピングをしていました。

　上記資産グループについては、閉鎖を決定いたしましたため、別のグルーピングとし、当該資産グル

ープに係る当社で保有している資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額236百万円（構

築物24百万円、土地212百万円）を減損損失として特別損失に計上しました。

　なお、回収可能価額は、将来キャッシュ・フローが見込まれないため、備忘価格により評価しており

ます。

２. 関係会社事業損失引当金繰入額

　当連結会計年度における関係会社事業損失引当金繰入額は、関係会社の事業の損失に備えるため、当

該会社の財政状態を勘案し、当社が負担することとなる損失見込額を計上しております。
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 発行済株式に関する事項

当連結会計年度末の発行済株式総数 普通株式 133,546,883株

2. 剰余金の配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基 準 日 効力発生日

平成28年
６月28日

普通株式 333百万円 2円50銭
平成28年
３月31日

平成28年
６月29日

平成28年
11月10日

普通株式 333百万円 2円50銭
平成28年
９月30日

平成28年
12月１日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基 準 日 効力発生日

平成29年
６月28日

普通株式 333百万円 利益剰余金 2円50銭
平成29年
３月31日

平成29年
６月29日
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(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 410円47銭

2. １株当たり当期純利益 9円40銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載

しておりません。

(金融商品に関する注記)

　1. 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入によ

り資金を調達しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っており

ます。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を

行っております。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金

の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。

　2. 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

は、次表には含めておりません。（（注2）を参照してください。）

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額（*）

時価（*） 差額

（1）現金及び預金 6,365 6,365 －

（2）受取手形及び売掛金 22,640 22,640 －

（3）有価証券及び投資有価証券

　 その他有価証券 4,117 4,117 －

（4）支払手形及び買掛金 （12,874） （12,874） －

（5）短期借入金 （29,526） （29,526） －

（6）長期借入金 （19,058） （19,026） （32）

(7) デリバティブ取引

　 ヘッジ会計が適用されているもの － － －

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
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　（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

（3）有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（4）支払手形及び買掛金、並びに（5）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

（6）長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワ

ップの特例処理の対象とされており（下記（7）参照）、当該金利スワップと一体として処理

された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率

で割り引いて算定する方法によっております。

（7）デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として

処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。（上記

（6）参照）

　（注2）時価を把握することが極めて困難であると認められる金融商品

　非上場株式（連結貸借対照表計上額4,475百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、「（3）有価証券及び投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

　

　

― 9 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月25日 16時23分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



注 記 表 (個別)

(重要な会計方針)

1. 資産の評価基準及び評価方法

有 価 証 券………①子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

②その他有価証券

　・時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　・時価のないもの

　 移動平均法による原価法

た な 卸 資 産………　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

2. 固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

………　本社（二塚製造部除く）…定率法を採用しております。

　川内工場・高岡工場・二塚製造部…定額法を採用しておりま

す。

　（但し、本社は、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については定額法によっております。）

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物 10～50年 機械及び装置 ４～17年

無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

………　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。

長 期 前 払 費 用

リ ー ス 資 産

………

………

　定額法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。

3. 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金………　売掛金・貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金………　従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額

を計上しております。
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退職給付引当金………　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間によ

る定額法により按分した額を発生の事業年度から費用処理することとして

おります。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における

取扱いが連結貸借対照表と異なります。

固定資産撤去費用引当金………　今後実施予定の固定資産撤去工事に備えるため、撤去費用見積額を計上

しております。

関係会社事業損失引当金………　関係会社における事業損失等に備えるため、今後の損失負担見込額を計

上しております。

4. ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

　なお、金利スワップ取引について、「金利スワップの特例処理」（金融商品に係る会計基準注解

（注14)）を適用しております。

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ヘッジ手段………金利スワップ

　 ヘッジ対象………借入金

　(3) ヘッジ方針

　金利スワップは借入金に係る将来の金利変動リスクをヘッジするために使用しております。

　なお、実際の借入元本の範囲内で金利スワップ取引を利用することとしており、投機的な取引

は行わない方針であります。

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについて、「金利スワップの特例処理」の適用要件を充足しておりますので、有

効性の判定を省略しております。

5. 消費税及び地方消費税の会計処理

　税抜処理を採用しております。

― 2 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月25日 16時23分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



(会計方針の変更)

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した

建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当事業年度において、計算書類に与える影響は軽微です。

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）

を当事業年度から適用しております。

(表示方法の変更)

（貸借対照表）

　前事業年度において「長期貸付金」に含めておりました「関係会社長期貸付金」（前事業年度910百万

円）については、重要性が高まったため、当事業年度より区分掲記しております。

(貸借対照表に関する注記)
1. 担保に供している資産

左記に対応する債務

建 物 6,392百万円 　短期借入金 2,600百万円

構 築 物 756
　長期借入金

（1年以内返済分を含む）
4,476機械及び装置 3,075

土 地 2,086

合 計 12,310 　 合 計 7,076

2. 有形固定資産の減価償却累計額 228,438百万円

3. 保証債務

従業員(住宅融資) 32百万円

合 計 32

4. 関係会社に対する金銭債権・金銭債務（区分掲記したものを除く）

短期金銭債権 6,203百万円

短期金銭債務 6,899
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(損益計算書に関する注記)

1.関係会社との営業取引 売上高 4,533百万円

仕入高 33,578

2.関係会社との営業取引以外の取引高 930

　

(株主資本等変動計算書に関する注記)

当期末の自己株式の種類及び株式数 普通株式 18,741株

　

(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(流動資産)

繰延税金資産

　 繰越欠損金 115百万円

　 賞与引当金 96

　 その他 181

　 繰延税金資産合計 393

繰延税金資産の純額 393

(固定資産)

長期繰延税金資産

　 退職給付引当金 988百万円

　 固定資産撤去費用引当金 63

　 投資有価証券評価損 329

　 減損損失 191

　 ゴルフ会員権評価損 49

　 資産除去債務 31

　 繰越欠損金 113

　 その他 97

　 繰延税金資産小計 1,864

　 評価性引当額 △639

　 繰延税金資産合計 1,225

　
長期繰延税金負債

　 その他有価証券評価差額金 △307百万円

　 特別償却準備金 △341

　 固定資産圧縮積立金 △28

　 繰延税金負債合計 △677

長期繰延税金資産の純額 548
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(関連当事者との取引に関する注記)

属性 会社等の名称
議決権等の

所有割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
三善製紙

株式会社

(所有)

直接100％
資金の貸付

ＣＭＳ短期

貸付金

貸付金受取

利息

(注1)

△143百万円

8百万円

短期

貸付金

1,351百万円

関連

会社

Ｏ＆Ｃ

ペーパー

バッグホール

ディングス

株式会社

(所有)

直接45％
資金の貸付

短期

貸付金

貸付金受取

利息

(注2)

2,763百万円

6百万円

短期

貸付金

2,763百万円

関連

会社

Ｏ＆Ｃ

アイボリー

ボード

株式会社

(所有)

直接50％
資金の貸付

長期

貸付金

貸付金受取

利息

(注2)

3,725百万円

23百万円

長期

貸付金

4,401百万円

関連

会社

Ｏ＆Ｃ

ファイバー

トレーディン

グ株式会社

(所有)

直接20％

輸入チップ

の購買

同左

（注3,注4）
16,101百万円 買掛金 2,334百万円

(注1)取引条件は、中越パルプ工業株式会社グループのＣＭＳに参加する企業相互間で余剰資金を

融通するため、当社と参加会社である三善製紙株式会社との間で締結されたＣＭＳ基本契約書

によります。

(注2)資金の貸付にあたっては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

なお、担保は受入れておりません。

(注3)輸入チップの購買については、売買基本契約書等に基づき一般の取引条件を参考に決定して

おります。

(注4)記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。

　

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 372円33銭

2. １株当たり当期純利益 0円83銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。

― 5 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月25日 16時23分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）


